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【要旨】平成28年より福島県では「インクルーシブ教育システム推進事業」による幼稚園、小･中学校、高

等学校、市町村教育委員会等を対象とした相談事業を開始した。特別支援学校に地域支援センターを設置し

特別支援教育コーディネーターを中心に障害児に関する多様な相談を受ける機能として実施された。本論で

はＡ特別支援学校地域支援センターの取り組みである「あそびの教室」の実践から見えてきた就学前の保護

者（親）の「障害受容」の困難さに焦点を当て、保護者の「障害受容」至る過程を、障害児と診断される以

前の親の「混乱期」から、診断により子どもの障害を宣告された後の「否認」「悲しみと怒り」に翻弄される

「葛藤期」に保育士、幼稚園教諭がいかに関わるか、そして彼女（彼）らへのコンサルテーションを担う特

別支援教育コーディネーターが、いかに介入するかについて特別支援学校地域支援センター担当教員、「あそ

びの教室」に参加した親からのインタビューでの語りを基に分析考察した。コンサルテーションを担う特別

支援教育コーディネーターには特別支援教育の専門知識・技術に加え、社会的支援や親の心理の理解、カウ

ンセリングマインドによる技法などの高度な専門性が求められる。親支援においては障害受容だけではなく

そこから始まる親の「自己受容」「慢性的悲哀」への寄り添いが重要な課題となる。 

                                                  
1 会津大学短期大学部幼児教育学科教授 
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１ 研究の目的と方法 

 

１.１ 研究の目的 

 

平成19年の学校教育法改正（平成19年4月施行）で導入された特別支援教育制度は、特に発達障害児を特

別な支援を必要とする障害児として認識し、あらゆる障害児を包み込むインクルーシブ教育を実施することで

「共生」社会の実現を目指すものである。制度は整備され、システムが整いはしたが、特に就学前の幼児におい

ては保護者の意向が子どもの将来を大きく左右する。本来早期に療育を開始することが必要な子どもが普通学校

の通常学級に入ることで、さまざまな不適応を起こし特に思春期から行動障害が見られるようになることも少な

くない。混乱し葛藤する親に寄り添い支える援助者は、子どもや親の最も近くにいる幼稚園教諭または保育士で

ある。しかし、現状では幼稚園にはコーディネーターを指名する努力義務があるにはあるが体制整備は義務教育

の小・中学校に比べて遅れている。さらに保育所には指名の努力義務さえがない（伊勢正明 2012）。よってコ

ーディネーターが指名されていない幼稚園、保育所においての就学前の特別な支援に関する相談は地域支援セン

ター、児童発達支援センターなどの公共機関が受けるか、あるいは「善意の協力者」（伊勢正明 2011）の援助

を頼るしかないことになる。この現状の中、期待されているのが特別支援新学校に設置された地域支援センター

の機能活用である。 

先行研究であるが、CiNii（国立情報学研究所が運営する学術データベース）で「特別支援教育コーディネー

ター、幼稚園、保育所」で検索したところ6本の論文がヒットし、「特別支援教育コーディネーター、障害受

容」で検索したところヒット件数は０であった。よって特別支援教育コーディネーターをはじめ地域支援センタ

ー担当教員による親の障害受容プロセス支援を扱った論文は少ないものと思われる。 

筆者は、Ａ特別支援学校地域支援センター担当教員と学校の実施している就学前幼児を対象とした「あそびの

教室」を見学し、そこに参加した親にグループによる半構造化インタビューを実施した。そのなかで障害を認知

することができるかどうかの段階で、コーディネーターはじめ担当者が苦慮している現実を知った。本論におい

ては特別支援学校地域支援センターの就学前幼児の親の障害受容の過程に焦点を当てた分析考察を行い、親の障

害受容のプロセスにいかに関わっていったらよいかを考察し、具体的方法の提起を行いたい。 

 

１.2 研究方法 

 

1.2.1 Ａ特別支援学校地域支援センター担当教員4名への半構造化インタビュー 

 学校長、担当教員の同意のもと以下の教員にグループによる半構造化インタビューを実施した。 

  

教員Ａ：Ａ特別支援学校地域支援センター特別支援教育コーディネーター 40歳代 キャリア23年 

教員Ｂ：昨年までＡ特別支援学校地域支援センター特別支援教育コーディネーター 50歳代 キャリア33年 

教員Ｃ：Ａ特別支援学校地域支援センター副主任教育相談担当 40歳代 キャリア22年 

教員Ｄ：Ａ特別支援学校地域支援センター「あそびの教室」担当 20歳代 キャリア4年 

 

質問は項目は以下の通りである。 

 

1．「あそびの教室」の活動内容 
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2．目的は何か 

3．どのような子どもたちがいるのか 

4．子どもたちの様子や変化 

5．保護者の様子や変化 

6．地域支援センターの活動と目的 

7．「あそびの教室」の位置づけ 

8．特別支援教育コーディネーターの役割 

9．幼稚園、保育所との関わりは、連携は 

10．進路を決めるためのトライアルの意味もあるのか 

11．実際の教育課程とのつながりはどうか 

12．今後の課題は何か 

 

1.2.2 第4回セッションに参加した保護者6名への半構造化インタビュー 

学校長、担当教員、保護者の同意のもと第４回セッション中に、30分ほど保護者の方に半構造化インタビュ

ーを実施した。 

以下の保護者にグループでの半構造化インタビューを実施した。 

 

インタビュイーは以下の方たちである。 

Ａ：母親、去年から参加し今日で3回目 

Ｂ：母親 今年から参加で今日で2回目 

Ｃ：母親 今年から参加で今日で3回目 

Ｄ：父親 Ｃの夫 

Ｅ：母親 去年から参加で今日で10回目 

＊ 子どもは全員年長 

 

質問項目は以下の通りである。 

１．「あそびの教室」に来ることで子どもに変化が見られたこと 

２．「あそびの教室」に来ることで親に変化が見られたこと 

 

筆者は学校長、保護者の方々の許可のもと、第４回、第５回のセッションを観察（見える観察）（久田 

2003:125）した。 

 

２ 就学前支援の現状 

 

2.1 Ａ特別支援学校地域支援センターの役割と活動 

 

「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進事業」は県の事業で

あるが、県内の幼稚園、小･中学校、高等学校、保育所、認定こども園より相談の依頼があったときは教育事務

所を通して会津地域支援センターの教員が対応することになっている（図１）。 
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図1 インクルーシブ教育システム推進事業「幼稚園、小･中学校、高等学校、市町村教育委員会等における相

談・研修支援」の依頼手続き（出所：平成28年8月3日「会津の特別支援教育を語る会」資料を参考に

著者が作成） 

 

場面1 

教員Ｃ：相談の内容としては行動調整がむずかしいとか、その年齢での学習がむずかしいとか、友達と

のトラブルが多いとか。特別な支援とは具体的何をやったらいいのか、といったものがあります。・・・

あとは発達障害なのか、虐待による愛着障害なのか、何がからまっているのかわからないという声もあり

ます。 

 

 場面1に見られる関わり、具体的対応に関する相談のほかに就学に関する相談が少なくない。 

「他の学校さんとどちらに行こうか迷っている方には情報を提供したり、ここではどんな授業をやっているの

か見学をしたいといった相談があるので、その場合は学校見学会に参加していただきます。」後に紹介する「あ

そびの教室」も就学前にＡ特別支援学校のどのような教員がいて、どのような雰囲気なのかを知ってもらうため

の手段としても有効である。 

 相談の大切さは理解しているが個人情報を外部に出すことに対する不安は強く、保育者が相談する際に保護者

の許可を得なければならず、保護者に抵抗があった場合相談に至らないこともある。相談に対する保育者や保護

                  

 

 

 

 

 

 

 

 

                                       相談内容に応じて 

                                       講師派遣の依頼を

する 

 

 

 

 

 

            講師の派遣 

 

各教育事務所 

・会津教育事務所 

特別支援教育担当主事 

・南会津教育事務所 

特別支援教育担当主事 市町村教育委員会 公立幼稚園 

小･中学校 

公立 

保育所・認定こども園 
県立高等学校 

□相談支援 

特別支援学校の教員等が訪

問し、個別の相談支援にあ

たります。 

□研修支援 

特別支援学校の教員等が訪

問し、特別支援に係わる研

修支援にあたります。 

各県立特別支援学校 私立 

保育所･認定こども園・幼稚園、 

小・中学校・高等学校 
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者の意識に抵抗があることも悩ましい問題である。 

 各学校には一人学校内の特別支援教育コーディネーターがおり、他に地域担当の特別支援教育コーディネータ

ー（以下「地域支援コーディネーター」）が配置されている。地域支援コーディケーターは対象となる子どもに

一貫した支援が提供できるように学校、家庭、各事業所、行政、医療、児童相談所等を包括した検討の場を提供

することが重要な役割の一つである。 

 

場面2 

教員Ｃ：発達障害の診断を受けている人といない人といます。 

筆者：診断をあえて受けない人とかもいるんですか？ 

教員Ｃ：抵抗がある人はいますね。お子さんの障害を受け入れるまで何年もかかったとか。幼稚園さん

からの相談で気になるお子さんがいるのだけれど、障害があるかもしれないということをどう保護者さん

に伝えていったらいいのか、そういう相談もあります。 

  

場面2にあるような保護者の障害受容が困難なことを思わせる語りは保護者からもあった。 

 

場面3 

Ｃさん：私も人前でうちの子には障害があるとは言えませんでした。このまま隠しとおそうとおもって

ました。でも周りの人から声をかけてもらったり、リハビリの先生に励ましてもらったりして自分だけじ

ゃないんだなと思って受け入れることができました。 

 

3 「あそびの教室」 

 

3.1 活動内容 

 

 Ａ特別支援学校では地域支援センター事業の一つとして「あそびの教室」が2017年5月より１年に８回実施

されている。 

対象児は０歳から小学校入学までの乳幼児である。 

場所はＡ特別支援学校プレイルーム。 

以下、Ａ特別支援学校「平成29年度 地域支援係 早期支援「あそびの教室」実施計画」より目的と方針で

ある。 

3.1.1 目的 

（１）発達に不安か障がいのある地域在住の未就学児に対し、遊びを通して人や物とかかわる力や心身の発達を

促すための支援を行う。 

（２）発達に不安や障がいのある地域在住の未就学児の保護者に対し、養育についての相談や情報提供を行うと

ともに、保護者同士の交流を深めることができるように支援する。 

3.1.2 方針 

（１）年間８回定期的に実施し、記録を活用しながら継続して支援していくことで、参加する未就学児の発達を

より的確に把握し、適切な養育や保育に役立つようにする。 

（２）毎回の実施後に参加未就学児や保護者のニーズ等について情報交換を行い、支援内容の検討および担当者
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の共通理解を図る。 

3.1.3 セッションの内容 

筆者は第4回、第5回のセッションを見学した。 

第４回のプログラムは以下の通りであった。 

 

テーマ「遊具であそぼう」 

① 始まりのあいさつ  

② リトミック 

③ 今日の活動についての説明 

④ うた「ひげじいさん」 

⑤ 紙芝居 

⑥ 自由あそび（エアトランポリン、ボールプール、バルーンあそび） 

⑦ 終わりのあいさつ 

 

参加教員数：５人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ リトミック「動物になろう」         図３ リトミック「歩こう」 

 

第5回 プログラムは以下の通りであった。 

① 始まりのあいさつ  

② リトミック 

③ 今日の活動についての説明 

④ 楽器を使ってあそぶ 

⑤ 自由あそび（エアトランポリン、ハンモック、ボールプール、バルーンあそび） 

⑥ 終わりのあいさつ 

 

3.2 「あそびの教室」の子どもにとっての意味 

 

3.2.1 二者関係から集団への参加を促進する 
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    図４ 今日の活動についての説明             図５ 紙芝居 

 

 

図６ 楽器を使って遊ぶ               図７ エアトランポリン 

 

図８ ハンモック                 図９ バルーンあそび 

 

次は教員（センター担当）へのインタビューからの語りである。 

場面４ 

教員Ｂ：集団になかなか入れなくて、その場を出て行ってしまうとか、初めはあるんですが何度か活動を
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かさねているうちに落ち着いた表情で活動に取り組めるようになったり、（入学したら）ここでやるんだ、

この子達と一緒にやるんだなということがわかってきます。それは「あそびの教室」をやったからといこ

とだけではなく全体的な発達もあるし、幼稚園さんのかかわりもあるとあるとおもいますが。 

最初は母子分離ができなかったお子さんも回数をかさねていくにしたがって、お母さんから離れて遊べる

ようになったお子さんもいました。 

教員Ｃ：障害のあるお子さんにしてみれば、場面が変わるということでかなりハードルが高くなるのでそ

こを少しずつできるようにします。来られるまでが大変です。来ても最初はずっと泣いてばかりというお

子さんもいます。玄関から入れないお子さんもいます。「最初はそういうことはありますよ。だいじょうぶ

ですよ」とお伝えします。 

 

次は参加した親へのインタビューからの語りである。 

Ａさん：先生方がとても熱心に関わってくださるので、子どもも最初は私から離れられなかったですが

今では離れて遊べるようになりました。 

Ｂさん：最初はなかなか（私から）離れられなかったのですが、離れられるようになりました。集団に

慣れてもらいたいというのが私の願いです。 

Ｃさん：ここみたいな（プレイルーム）広い場所ではなかなか（集団に）入っていけなかったんです

が、少しずつ入っているようになりました。 

 

子どもにとっては初めての場所は不安である。しかし、やがて就学することを考えれば就学前から集団に参加

する練習をしておくことは社会的自立の最初の段階としても大切な課題である。感心するのはＡ特別支援学校の

センター担当の先生方の笑顔と個別の関わりの丁寧さである。集団においても個別の関わりが主となる。みんな

で同じことをやる、は次の段階である。自分にとってここは怖いところではないこと、お父さんお母さんが一緒

に居て見守ってくれていることを子どもが実感することによって親との分離を可能とすることができる。 

また、家庭での親との安心できる関わり、保育所、幼稚園での取り組みも集団参加の練習となっているのだろ

う。 

 

3.3 「あそび遊びの教室」の保護者にとっての意味 

 

3.3.1 他の親との交流 

次は教員（センター担当）へのインタビューでの語りである。 

 

   場面5 

教員Ａ：プレホット会（「あそびの教室」で知り合った親の集まり）で知り合って「うちの子はこうなんで

す」といった会話ができます。入学時も面識がある親御さんがいるのでほっとされるようです。 

 

次はセッションに参加した親へのインタビューでの語りである。 

 

場面6 

Ｄさん：ａ同じ悩みをここに来てほかのお母さんたちと話せる。そこが幼稚園とはちがう。子どもたちが
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自由遊びのときに話す。 

Ｄさん：親御さんの不安が一番の問題。いろんな情報がわかってくれば分かりやすいし安心できる。交流

の場が一番大切。 

 

3.3.2 親の安心感につながる 

次は教員（センター担当）へのインタビューでの語りである。 

 

場面７ 

教員Ａ：来年こちら（Ａ特別支援学校）に入学する子も多いです。体験入学が2月にありますが、「あそび

の教室」を今年は 8 回、去年は 10 回やりました。そのなかでｂ特別支援学校に対してもう知っておられ

るということで入学時にお子さんも親御さんもずいぶん安心感をもてるようです。 

入学後に始めて本校に来るお子さんとの違いは顕著で、たとえば、「あそびの教室」で砂遊びをしたことが

あることで入学にうまくスライドできます。 

教員Ｂ：お母さんたちの気持ちもちがいます。ｃすでにお母さんたちも（あそびの教室で）面識ができて

いるので、ほかのお母さんと接するときに不安がやわらいだとおっしゃっていました。 

 

次はセッションに参加した親へのインタビューでの語りである。 

 

場面8 

Ｃさん：途中から特別支援学校に入ったほうが良いということが言われますが、いざというときにここ（Ａ

特別支援学校）があることが心強い。こことつながっているという安心感があります。 

Ｃさん：来年入学だが特別支援学校にするか地域の学校の支援学級にするか迷っています。ｄ手厚さはぜ

んぜん違う。こちらのほうが断然手厚いです。気に入っています。ｅ子どもの問題行動も前向きにとらえ

てくださるし。 

Ｃさん：私も人前でうちの子は障害があるとは言えなかった。このまま隠し通そうと思った。ｆでも周り

の人から声をかけてもらったり、リハビリの先生にはげましてもらったりして自分だけじゃないんだなと

思って受け入れることができました。 

 

 上記の語りから「あそびの教室」の親にとっての意味について以下の主たる点が抽出された。 

① 入学先に対する親の不安（特に他の親との関係）をやわらげてくれる（ｂ、ｃ）。 

② 入学先の教師の子どもとの実際の関わり方や考え方を見ることができる（ｄ、ｅ）。 

③ 親同士で悩みや、情報などを交換・共有することができる（ａ、ｆ）。 

共通して言えることは「あそびの教室」が親の不安をやわらげてくれる安心できる場になっているということ

である。ただ、時間としては1時間では子どもと一緒に遊ぶ時間と親同士が交流する時間が限られてしまう点で

ある。親が交流できる時間と場が「あそびの教室」以外にもあることが望ましいだろう。 

 

４ 特別支援学校地域支援センターが親の障害受容にいかに関われるか  
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4.1 Ａ特別支援学校地域支援センターの関わった親の障害受容のプロセス 

  

 Ａ特別支援学校地域支援センターの教員、「あそびの教室」に参加している親とのインタビュー調査を通し

て、特に就学前の障害児を育てている親の抱える課題として、わが子の障害の受容の問題があることがわかっ

た。わが子の障害を受け入れてからさらに越えなければならない壁が多数存在する。そのひとつが就学先の選択

である。地域の学校の通常学級か特別支援学級か、特別支援学校か。その悩みに答えるもののひとつが「あそび

の教室」であろう。「あそびの教室」に来る親子はすでに障害受容の壁を越えているから来られる。 

以下、障害のあるわが子の障害受容に関して、関わった教員からの語りである。 

 

場面9 

教員Ｂ：ａうちの子が障害あるんじゃないかとそういうふうにみられているのに親さんは抵抗があります

ね。それで診断も受けていない。そのうち、もうちょっととすれば普通になるから大丈夫。わたしたちも

そういうことがあったし、と考えてしまうんでしょうね。 

子どもが粗相しても、お母さんも昔はそうだったとか。 

親さんが早くから子どもの様子がわかって、関わりをしていけば、お子さんの成長や発達も認識も親さん

もずっとちがうんじゃないでしょうか。 

筆者：誰がどのように伝えるかですね。 

教員Ｂ：ｂ特別視しないでほしいというお気持ちだと思います。 

お子さんが、なにもしなくてもそこにいればいいというお気持ち。まだ小さいから他の子のようにはでき

なかもしれないけど・・・、幼稚園ではそういう考えのお母さんが多い。それは当然なので、そのお母さ

んにｃどう関わっていくかですね。 

筆者：どうしたら良いいんですかね。 

教員Ｂ：「幼稚園では今日もこうでした。困ってるんです」ではなく、ｄ親さんと一緒に考えていく信頼関

係を築きたいですね。ただ時間がかかると思います。 

障害を受け入れるまでに何年もかかる親さんもあるし、すっとうまくいってお話してよかったと思えるこ

ともありますし。 

ショック大きいですよね。みんなとちがうという。 

親は、うちの子には障害があるのかなあと思っていても、ｅおじいちゃん、おばあちゃんがそれを良しと

しない、という地域性もあるのかなあ。 

特にＡ市の周辺地域の町村の方たちで三世代同居の場合はより強いと思います。 

お母さんのしつけの問題じゃないかとか思われてお母さんが悩んでしまったり。わたしたちは、おじいち

ゃ、おばあちゃんと直接に接触はないけれど。幼稚園の先生とかが親さんが認めていない場合関係のない

話から関わっていくときに実は「（わが子に障害があること）わかってます」と涙を流されてお話しされる

お母さんもいらっしゃいます。そういう意味でもｆ別の角度から関わることも必要だと思います。担当さ

れているところからかかわるのではなく、軋轢がでたり毎日の関わりに影響がでてしまったりするときに、

「ちょっとどうですか」と介入するとかそういう役割もあるとおもいます。 

筆者：「あそびの教室」でもそういうシリアスな話が出たりしますか？ 

教員Ｂ：「あそびの教室」にいらっしゃる方は、ｇそういうところはもう越えていらっしゃる。だからここ

に来られるのだと思います。ここ（あそびの教室）に来ているのだから、うち（Ａ特別支援学校）に入る
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ってことじゃないですから気楽においでください、という話をします。 

うちに入学しないお子さんもいるけど、ｈお母さんからお母さんへのアドバイスも大切だと思います。 

筆者：その段階に至っていない親さんがむずかしい・・・。 

教員Ｂ：診断がでるかでないかというのもありますね。診断が微妙だという方もいるわけですよね。幼稚

園では困っているが・・・ｉその微妙なところはどうしたらいいのかなということはどこでも（幼稚園）

感じているんじゃないでしょうか。 

でも診断名がないと対応できないということではないと思います。こんなことやってみたらうまくいくか

もしれないとか、福祉と行政との連携つながりとかをお伝えします。 

筆者：なぜ特別支援学校に行かなきゃいけないんですか、という思いがあって特別支援教育が本当は必要

なのに普通学校に行ったお子さんが、思春期とかにいろんな問題がでてくる可能性もありますよね。 

教員Ｂ：昔にくらべれば今はｊインクルーシブ教育システムというのが、地域で障害のある人もない人も

共にという考えが進んできていますが、どうやって共生社会をつくっていけばいいのか、ｋ学校教育はど

うあればいいのかということについて、まだ形になっていない、定まっていない。どういう考えでやって

いったらいいか考えていかなければなりませんよね。 

 

次は保護者へのインタビューから、Ｃさんの語りである。 

 

場面10 

Ｃさん：私も人前でうちの子は障害があるとは言えなかった。このまま隠し通そうと思った。でも周りの

人から声をかけてもらったり、リハビリの先生にはげましてもらったりして自分だけじゃないんだなと思

って受け入れることができた。 

 

次はＡさんＣさんと参加していた教員Ｅの語りである。 

 

場面11 

Ａさん：うちの子は走れないので支援員がついている。（支援員は専門家ではない。研修はある。町の予算

によって手厚さが市町村によってちがう。自分たちで予算要求をする。） 

親御さんが（子どもの障害を）認めないと支援員をつけることはできない。 

教員Ｅ（今回参加した「あそびの教室」担当の教員の一人）：障害があるかなと第三者がおもってもあから

さまに親御さんには言えない。これは永遠の問題。 

Ｃさん：ＬＤの場合はまず視力の検査で受診するようすすめることがあるという話しを聞いた（ＬＤは視

力障害が関係しているようなので）。 

 

上記の語りから以下の主たる課題が抽出された 

① 障害の非受容（親・祖父母）：（ａ、ｅ、ｇ、ｉ、ｍ） 

② インクルーシブ教育システムへの期待（ｊ、ｋ） 

③ 学校、教師の親への関わり方（ｃ、ｄ、ｆ） 

④ 親同士の支援（ｈ、ｌ、） 
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Ａ特別支援学校地域支援センターとしての相談事業としては、まず「インクルーシブ教育システム推進事業」

（2016年4月～）による相談がある（図１）。「インクルーシブ教育システム推進事業」は県の取り組みであり

幼稚園、小学校、中学校、高校から生徒の対応に相談したいときのシステムで、教育委員会が窓口になり、特別

支援学校の教員が訪問し相談を受けるものである。子吉の教育委員会対象者への調査（2007年12月～2008年1

月）によれば「教育委員会において相談がうまくいかないケースの保護者の子どもの発達障害の認識に関する調

査」（ｎ＝14）では「我が子の障害を受け入れられない保護者は相談もうまくいかない」が9人（64.3％）、「わ

が子の障害は受け入れているが、障害を持った子の保護者（親）になったことを受け入れていない」が2人

（14.3％）であった。さらに「教育委員会担当者が就学前において保護者支援をになうべきだと考える専門職

種」に関する調査（ｎ＝14）では保育士が10人（71.4％）ともっとも多く、発達相談センター8人（57.1％）、

幼稚園教諭6人（42.9％）、保健師6人（42.9％）、教育相談や就学相談担当者5人（35.7％）、療育機関5人

（35.7％）、特別支援コーディネーター3人（21.4％）と続く。特別支援コーディネーターは最下位であった。

理由は自由記述によると「保育士や幼稚園教諭、保健師は就学前において子どもや保護者と一番関わりがある」

が8人（57.1％）、「つながりがある機関が接したほうが受け入れやすい、はじめから教育委員会や学校が入ると

身構えてしまったり、トラブルになってしまう恐れがある」などがあった。教育委員会側の消極性をあらわした

回答と言えなくもないが、特別支援教育コーディネーターが直接保護者の相談を受けるというよりも保育士や幼

稚園教諭へのコンサルテーションが現実には求められると言えるだろう。 

  

  場面12 

  筆者：発達支援センターなどとの連携はどうですか？ 

  教員Ｂ：直接こっちから行ってみてはどうですか、ということは言いません。生徒さんが小さいときから

そこを利用していましたというようなことはありますが、こちらからどうですか？ということはありませ

ん。横のつながりはないですね。そういった機関について知りたいという話があれば紹介することはあり

ますが。情報提供ですね。 

  筆者：地域支援センターへの相談の内訳はどうですか？  

  教員Ｃ：就学の相談がほとんどです。ほかの学校さんとどちらに行こうか迷っているので情報収集とか学

校見学をしたいとか教育はどんなことをやっているのか、インクルーシブ（インクルーシブ教育システム

推進事業）のほうはどのような対応をしたらよいか、といった相談が多いです。幼稚園でのなかで友達と

トラブルが多いとか学習支援をどうしたらよいのかとか・・・。具体的対応についてがほとんどです。 

 

 発達支援センターとの連携についてはあまり積極的的に行われているとは思われない。任命権者の違いによる

連携の困難さであろう（子吉 2010:54）。学校、保護者、事業所、行政、病院、児童相談所など医療、福祉、教

育の諸機能が共通理解をもって支援の方針を決める支援会議は重要である。相談に関しては直接親に対して行わ

れるのはほとんどが就学に関する相談となるのは学校に設置された相談機関である性格から当然と思われる。臨

床に関する相談そして保護者の障害受容に関する相談はまず幼稚園教諭や保育士を対象とし行われ、教員や保育

士に対してのコンサルタントとしての役割が大きいものと思われる。 

 「あそびの教室」が親の障害受容への支援の場として用いられる可能性はあるが、実際には「あそびの教室」

に参加している親はすでに障害を受容している親である。そこに至るまでのプロセスに関わるにはやはり日常的

に個別の関わりのある保育士、幼稚園教諭による忍耐強い関わりが求められるところであるが、別の視点は障害

を受容した保護者のその後も続くであろう“揺れ”にいかに関わっていくかである。その場合Ａ特別支援学校で
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実施している「あそびの教室」、その中で実施されている親同士の関わりが重要となってくる。 

 

５ 考察～今後の課題～ 

 

 子吉の調査（子吉2010）（ｎ＝55）によれば、乳幼児健診時に親の多くは障害を認知している。しかし、問題

はその後の保護者の心の揺れである。健診後のフォローがスムーズに進まない場合の対応としては「保護者と関

われる機会があると少しずつ話をしている」47人（85.5％）、「あそびの教室など、誰でも参加可能ということ

で実施している機会に誘って、少しずつ関わるようにしている」34人（61.8％）、「すべてを拒否するようなケ

ースに関しては何も関われないまま小学校に入学している」が20人（36.4％）であるがこれは決して少ない数

字ではない。そもそも数字ではない、「すべてを拒否」している保護者にとっては子どもの障害は100%の受け入

れがたい事実なのである。 

 さらに子吉の調査によれば、保健センターと教育委員会の連絡体制であるが、教育委員会側から「連絡をとる

ことはない」30人（54.5％）が過半数を占めていた。特に就学前と学齢期において各機関の連絡調整、コーデ

ィネイトの役割を担う専門職のひとつが特別支援教育コーディネーターである。特に保健師、保育所、幼稚園、

療育相談などの導入、障害のある子どもを持つ親同士の交流の場の設定など、特別支援教育コーディネーターが

コンサルタントの中心的役割を担うことが今後さらに求められてくるであろう。 

ドローターらが示した障害のある子どもを持った親の心理的変化（図10）は「ショック（syock）」、「否認

（denial）」、「悲しみと怒り（sadness and anger）」、「適応（adaptation）」、「再起（reorganization）」の5レ 

ベルに分けられているが、それぞれのレベルは裾野で重複している。どのレベルに達したときをもって障害受容

ができたと判断するか難しいところである。「否認」のレベルは「適応」「再起」の裾野で重なっている。今野は

障害の受容の状態を「障害そのものは直らないという現実を認識するとともに、障害をその人らしさを織りなす

個性の一つととらえたり、この子の親で良かった、家族みんながしあわせになれたと感謝する」レベルに達した

場合と解釈している（今野 2011:100）。親の「障害受容」を子どもの障害を肯定的に捉えられたレベルと考えれ

ば、すなわちドローターのレベルで言えば「適応」「再起」に至ったレベルである。現実には、そのレベルに達

することのできる親はそう多いとは思われない。本論では「障害受容」の前のレベル、子どもに障害があるとい

うこと自体を否認している「否認」または「悲しみと怒り」のレベルにある親がいかに子どもに障害があること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図10 「子どもの障害」を受け入れる親の心の変化（ドローターら：1975） 

      ＊今野 2011:100より転載 
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を認めるかといった課題である。この時期を筆者は「葛藤期」と呼ぶことにする。親は、かなりアンビバレント

な状態にあることを念頭に置き、安易に親が障害を受容しているかどうかを判断してはならない。 

さらに前のレベルがある。これを筆者は「混乱期」と呼ぶことにする。「混乱期」における親の選択の一つに

「逃避」がある。健診において子どもの障害の可能性が指摘されても（いわゆるグレー）検査や医療機関の診断

によって障害児と診断されることを恐れ、検査や医療機関受診を拒否し、事実が判明することから逃避すること

である。この「混乱期」への介入を、特に幼稚園教諭、保育士が担うことになる。特別支援教育コーディネータ

を中心とした地域支援センター担当教員には特別支援教育の専門知識と技術に加え、社会的支援や親の心理の理

解、カウンセリングマインドとそれにともなう技法に加え家族全体をシステムとして捉える家族療法についてな

どの高度な専門性が求められる。 

前記した子吉の調査への回答「わが子の障害は受け入れているが、障害を持った子の保護者（親）になったこ

とを受け入れていない」との記述は2人と少数だが注目すべきものといえる。詳細な解釈はないが、推測するに

障害のある子どもを産んでしまったことに対する自責の念、他の家族に対するすまなさ、世間への羞恥心、うま

く子どもと関わることができない自分自身に対する嫌悪など、これから起こるであろう困難に対する不安や恐怖

といった複雑な想いを抱き続ける親の心理を表現していると思われる（中田 2002:34）。よって、親支援におい

ては障害受容だけではなく、そこから始まる親の「慢性的悲哀」１への寄り添い、親の「自己受容」が重要な課

題となる。親の“揺れ”の激しいアンビバレントな「葛藤期」における親支援は特に重要である。自分は一人で

はない、見守ってくれる専門職者や親がいることは大きな支えとなるだろう。特にこれから長く続く子どもの学

齢期をどこの学校で過ごすのか、定期的に情報を提供してくれて傾聴し助言する専門職者が居て、親同士が関わ

れる場はなくてはならない。その場の一つとして前述の「あそびの教室」は機能していると言える。早期に専門

的な療育を受けることで普通児と同様とはならなくても、その子がもって生まれた才能、パーソナリティを最善

の状態で発揮できる可能性があることを自信を持って伝えられなければならない。ときには親の怒りを引き受け

憎まれることがあっても、保育士や教員は親に障害の可能性を伝えなければならない。もちろん伝え方は大切だ

が。 

 相談の対象であるが、たとえばクライエントである母親のみではなく父親、祖父母、兄弟を含め、家族面接ま

でつないで行くのが理想である。母親以外のたとえば祖父母の拒否によって母親が療育の必要性をわかっていな

がら踏み切れないといった事例があるからである（場面3：ｅ）。しかし、かなり慎重を要する介入なので、ま

ずは母親の家族に対する思いに耳を傾けることから始める。可能な限り母親の自主的語りが尊重されるべきで、

母親を通して家族の構造にいかに変化をもたらすことができるかがポイントとなる。 

 本研究を通して明らかになった点は以下である。 

① 「障害受容」とは「慢性的悲哀」や人生のさまざまな場面で喚起される不安や恐怖を抱えながらも前向きに

子どもの将来と親自身のあり方を肯定的に捉え続けることができるレベルであるということ。 

② 親の「障害受容」には家族全体の構造的課題が絡んでおり、家族をシステムとして捉える介入の視点が重要

なこと。 

③ 親が孤立することがないよう地域支援センター、児童発達支援センター、幼稚園、保育所、こども園、学

校、福祉施設などの各機関が行政の垣根を超えて連携を持つことが大切であること。 

最後に、筆者は本研究を通して診断すること、障害児であるかそうでないかを明確にすることの価値と意味に

ついて考えさせられたことを述べておきたい。「保護者は、わが子の「問題」が理解できたときに療育機関に行

くのではない。療育がわが子を成長させると感じたときにこそ療育機関にいくのである」（市川 2017）。この市

川の意見に少々修正を加えれば「保護者は、わが子の「障害」を認めたときに療育機関にいくのではない。療育
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がわが子を成長させると感じたときにこそ療育機関に行くのである」。その子が障害児であるかないかをはっき

りさせることが教育・支援ではない。障害のあるなし、種別にこだわらず、その子どもに最善の利益をもたらす

と思われる教育・支援を行うことが本来のインクルーシブな教育ではないだろうか。 

 本研究では十分に先行研究に当たることができなかった。また親へのインタビューが少数であり、さらにグル

ープインタビューであったので本音の部分まで聞き取ることはできなかったものと推測する。今後の研究課題で

ある。 
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註 
１、オーシャンスキー（oishansky 1962）は障害受容後も続く親の生涯のある子どもの持ったことに対する悲

哀を「慢性的悲哀」と呼び、その感情は親の自然な反応であり、専門職者はその心理を理解し見守ることが大切

であるとした（中田 2002:79-78．）。 
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